































― 仏カルフール社の試み ― 
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間漁獲高は、1950 年の 1900 万トンから 2000 年には 9100 万トンに増加した。この状況は、
水産資源の乱獲によるもので、資源の枯渇に直結すると危惧される。 








家は 2010 年度のヨーロッパ連合の目標数値の達成も困難な状況である（4）。 
 このような状況から社会状況へと目を転ずると、明るい予兆は存在しない。世界人口の 6
パーセントが富の 59 パーセントを所有するのに対して、世界人口の 50 パーセントが栄養











の厳密な同定が困難であるとしても、企業の影響は広範囲に及ぶのである。2007 年 6 月か
ら 2009 年末まで、企業の弱さが拡大しつつあったが、それの社会計画は増加した。企業の






























こうした行為者をめぐる議論として、企業の株主論（Shareholder Theory of the Firm）と企業














力の集中である（10）。この自由への脅威を回避する方法は 2 つある。 
 第 1 は、企業の活動範囲を限定することである。すなわち、企業のそれを経済活動に限
定し、その役割の範囲と内容をより明確に前面に押し出す必要があるであろう。企業の活
動範囲と国家のそれとの間に境界線を設定し、本来の役割を認識することは不可欠である。 



















































レベルで二酸化炭素の排出削減を達成するために、カルフール社は 5 月から 6 月にかけて
補完的再生エネルギー生産を開始した（16）。カルフール社は、温室効果に関連する二酸化炭
素の排出規制が地球の将来にとり基本的行為である、と位置づけるのである。その炭素排
出結果は、ハイパーマーケットの 1 店舗、スーパーマーケットの 1 店舗、最寄り店の１店
舗、倉庫の 22 店舗に基づくのである。2004 年度に実施されたこの実験は、顧客の買物移動
に強い影響を与えたことを証明し、カルフール社にさらなる実験範囲の拡大を要請したの













ランスにおいて、2010 年の状況は、グループ全体で水・陸輸送で合計 16600 トンの二酸化
炭素を減少させた。この量は 2009 年比で 13 パーセント以上の二酸化炭素の減少となるの
である。また、カルフール社は複合輸送方法をミックスさせ、複合的方法を優先させた。
フランスにおいて、2010 年にハイパーマーケット向けの輸送商品の 31 パーセントが複合手
段により輸送された。これは 4000 台のトラック、道路走行距離で 900000 キロメートルに

























その結果、2010 年で紙の使用量を 33000 トン以上節約することができたのである。この数
値は、26000 台以上のトラックが 1 年間に排出する二酸化炭素の総量に相当するものである
（23）。 
 また、カルフール社およびそのグループが設立したヨーロッパ共同仕入機構は、リサイ
クル紙を 2004 年に 220000 トン購入しその購入指数はコンスタント増加している。この機
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構は、その指数を 2002 年までに 57 パーセント、2003 年に 64 パーセントに引き上げ、目標









 ハイパーマーケットとスーパーマーケットは、カルフールグループの水の消費量の 95 パ
ーセントを占める。その現実を踏まえて、カルフールグループ全体で 2003 年から、水の消
費分析と水の消費源の識別等からなる適切な管理方法を採用しはじめた。このような方法
の実施により、ハイパーマーケットの 1 平方メートル当たりの水の消費量を 2009 年から
2010 年にかけて 2 パーセント減少させることに成功した。フランスでは、カルフール社は
ハイパーマーケットの水の消費に関して追跡調査を行った。詳細な分析から、ハイパーマ
ーケットの水の消費分布をヨリ正確に知ることができたのである。また、そのような行動

































インは、2003 年に 56250 トンの紙、プラスチックゴミ 25000 トン、有機ゴミ 154000 キロを
収集した。 
 2004 年になると、カルフール社はゴミの分別と減少政策を実施した。フランスでは、ラ・
























第 1 は、過剰包装の圧縮・削除である。第 2 は、消費者による分別の促進と既存の価値増
加における資材のリサイクル率の増加のために 1 つのソリューションに一致した選好であ




このようにして使用されるカートン紙の量は 30 パーセントが削減されたのである（34）。 
 ところで、カルフール社は 2009 年以降、グローバル包装計画（Global Packaging Project）
に参加している。この計画は、持続的成長の基準に適用される共通参照基準を開発するこ











結果、フランスにおいて 2 年間でプラスチック製のレジ袋の流通を 35 パーセントも削減す
ることに成功した。スーパ－マーケットのシャンピオン（Champion）は、2003 年以降、再










で回避されたのだった。それは 2007 年から 2010 年までに配布された数量の 43.9 パーセン
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